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平成 19 年 3 月期 個別中間財務諸表の概要 平成 18 年 11 月 15 日

 

上 場 会 社 名 ＶＴホールディングス株式会社         上場取引所：  大・名 

コ ー ド 番 号 7593  本社所在都道府県  愛知県 

（URL：http://www.vt-holdings.co.jp/）   

代 表 者 役 職 名 代表取締役社長   氏 名   高  橋  一  穂  

問 合 せ 先 責 任 者 役 職 名 取締役管理部長   氏 名   堀     直 樹   ＴＥＬ（052）203－9500 

決算取締役会開催日 平成 18 年 11 月 15 日 中 間 配 当 制 度 の 有 無  有 

中間配当支払開始日 ――――  単元株制度採用の有無 有（1単元 100 株） 
 
１．18 年９月中間期の業績（平成 18 年４月１日～平成 18 年９月 30 日） 
(1) 経営成績 （単位：百万円未満切捨）

 売 上 高  営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円         ％ 百万円         ％ 百万円         ％

18 年９月中間期     809     72.5        479   160.5 501       69.2 

17 年９月中間期     469     49.3        184   973.7 296         － 

18 年３月期     746         184      289  
 

 中間（当期）純利益 
1 株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円      ％ 円 銭

18 年９月中間期 △ 3,305    －        △ 103 28 

17 年９月中間期   △ 382    －         △ 11 84 

 

17 年３月期 △ 331 △ 10 29  

(注)1．期中平均株式数    18 年９月中間期 32,000,687 株   17 年９月中間期 32,317,394 株   18 年３月期 32,162,129 株
    2. 会計処理の方法の変更    有    
    3．売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)財政状態 

 総  資  産 純 資 産 自己資本比率 1 株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭 

18 年９月中間期 23,669 1,159  4.9 36 21 

17 年９月中間期 23,264 4,324 18.6 134 32 

18 年３月期        25,654 4,619 18.0 144 53 

（注）①期末発行済株式数 18 年９月中間期 32,018,228 株   17 年９月中間期 32,192,228 株   18 年３月期 31,965,728 株 
     ②期末自己株式数  18 年９月中間期    525,465 株   17 年９月中間期    351,465 株   18 年３月期    577,965 株 
 
２．19 年３月期の業績予想（平成 18 年 4 月 1日 ～ 平成 19 年３月 31 日） 

１株当たり年間配当金  
売 上 高 経常利益 当期純利益 

期 末  
 百万円 百万円 百万円 円    銭 円    銭 

通 期 1,980 1,380 △1,860 － － － － 

（参考）1株当たり予想当期純利益（通期）△58 円 09 銭 
（注）予想１株当たり当期純利益は、予想当期純利益を９月末発行済株式数で除して算出しております。 

 
３．配当状況 

１株当たり配当金（円）  

中間期末 期 末 年 間 

18 年３月期   2 00   2 40   4 40 

19 年３月期（実績）  － －  － －  － － 

19 年３月期（予想）  － －  － －  － － 

［実績予想に関する定性的情報等］ 
  １株当たり年間配当金については平成 18 年 11 月８日に公表しました配当予想と変更ありません。 
※上記の業績予想は、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断したものです。実際の業績はさまざまな要因によ
りこれらの業績予想とは大きく異なる可能性があります。 
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２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

 

  
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

 １ 現金及び預金  118,407 51,106 819,934 

 ２ たな卸資産  1,025 4,842 636 

 ３ 短期貸付金  3,277,854 3,141,788 5,126,653 

 ４ その他  820,399 383,357 318,308 

   流動資産合計   4,217,686 18.1 3,581,094 15.1  6,265,533 24.4

Ⅱ 固定資産    

 １ 有形固定資産 ※１   

  (1) 建物 ※２ 699,166 711,984 722,485 

  (2) 土地 ※２ 976,133 818,947 818,947 

  (3) その他  6,383 3,917 4,778 

計  1,681,683 1,534,850 1,546,211 

 ２ 無形固定資産  8,925 9,045 7,643 

 ３ 投資その他の資産    

  (1) 投資有価証券 ※２ 8,234,652 8,874,335 9,259,087 

  (2) 出資金  － － 315,010 

  (3) 長期貸付金  9,373,570 12,000,561 8,765,584 

  (4) その他  444,494 251,709 192,142 

      貸倒引当金  △397,000 △2,582,580 △397,000 

      投資損失引当金  △300,000 － △300,000 

計  17,355,717 18,544,026 17,834,824 

   固定資産合計   19,046,326 81.9 20,087,922 84.9  19,388,679 75.6

   資産合計   23,264,013 100.0 23,669,017 100.0  25,654,213 100.0
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前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

 １ 短期借入金 ※2,5 6,360,651 9,235,078 9,819,710 

 ２ 未払法人税等  386,548 － 78,532 

 ３ 賞与引当金  6,160 5,600 6,000 

 ４ その他  61,930 61,005 282,607 

   流動負債合計   6,815,290 29.3 9,301,684 39.3  10,186,850 39.7

Ⅱ 固定負債    

 １ 社債  300,000 300,000 300,000 

 ２ 長期借入金 ※2,5 11,653,100 12,392,500 10,092,800 

 ３ 役員退職慰労引当金  62,677 73,062 66,697 

 ４ その他  108,818 442,393 387,982 

   固定負債合計   12,124,596 52.1 13,207,955 55.8  10,847,479 42.3

   負債合計   18,939,887 81.4 22,509,640 95.1  21,034,330 82.0

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   2,242,200 9.6 － －  2,242,200 8.7

Ⅱ 資本剰余金    

 １ 資本準備金  1,706,625 － 1,706,625 

 ２ その他の資本剰余金  699,752 － 698,093 

   資本剰余金合計   2,406,377 10.3 － －  2,404,718 9.4

Ⅲ 利益剰余金    

   中間(当期) 
未処理損失 

 273,091 － 285,926 

   利益剰余金合計   △273,091 △1.1 － －  △285,926 △1.1

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

  132,110 0.6 － －  571,490 2.2

Ⅴ 自己株式   △183,471 △0.8 － －  △312,599 △1.2

  資本合計   4,324,125 18.6 － －  4,619,882 18.0

  負債資本合計   23,264,013 100.0 － －  25,654,213 100.0
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前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(純資産の部)    

Ⅰ 株主資本    

１ 資本金  － 2,242,200 － 

２ 資本剰余金    

(1) 資本準備金  － 1,706,625 － 

(2) その他資本剰余金  － 333,124 － 

資本剰余金合計  － 2,039,749 － 

３ 利益剰余金    

その他利益剰余金    

繰越利益剰余金  － △3,305,111 － 

利益剰余金合計  － △3,305,111 － 

４ 自己株式  － △298,778 － 

株主資本合計   － － 678,059 2.9  － －

Ⅱ 評価・換算差額等    

その他有価証券 
評価差額金 

 － 481,317 － 

評価・換算差額等 
合計 

  － － 481,317 2.0  － －

純資産合計   － － 1,159,377 4.9  － －

負債純資産合計   － － 23,669,017 100.0  － －
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② 【中間損益計算書】 

 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 営業収益   469,510 100.0 809,915 100.0  746,511 100.0

Ⅱ 営業費用    

  不動産賃貸原価  72,509 69,226 145,615 

  販売費及び一般管理費  212,928 285,437 60.8 261,192 330,418 40.8 416,606 562,221 75.3

   営業利益   184,072 39.2 479,496 59.2  184,289 24.7

Ⅲ 営業外収益 ※１  172,781 36.8 118,264 14.6  273,515 36.6

Ⅳ 営業外費用 ※２  60,096 12.8 95,775 11.8  168,442 22.5

   経常利益   296,758 63.2 501,986 62.0  289,362 38.8

Ⅴ 特別利益 ※３  719,246 153.2 90,347 11.2  777,534 104.1

Ⅵ 特別損失 ※４  1,298,330 276.5 3,723,018 459.7  1,349,203 180.7

   税引前中間(当期) 
   純損失 

  282,325 △60.1 3,130,684 △386.5  282,305 △37.8

   法人税、住民税及び 
   事業税 

 418,788 17.240 136,613 

   法人税等調整額  △318,466 100,322 21.4 157,186 174,427 21.6 △87,832 48,781 6.6

   中間(当期)純損失   382,647 △81.5 3,305,111 △408.1  331,087 △44.4

   前期繰越利益   109,556  109,556

   中間配当額   －  64,396

   中間(当期) 
   未処理損失 

  273,091  285,926
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③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成 18年４月１日 至 平成 18年９月 30日) 
 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 
 

資本金 
資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

繰越利益剰余金 
利益剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 2,242,200 1,706,625 698,093 2,404,718 △285,926 △285,926

中間会計期間中の変動額   

  剰余金の配当(注) － － △76,717 △76,717 － －

  資本剰余金から 
利益剰余金への振替額 

－ － △285,926 △285,926 285,926 285,926

  自己株式の処分 － － △2,323 △2,323 － －

 中間純損失 － － － － △3,305,111 △3,305,111

  株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) 

－ － － － － －

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) 

－ － △364,968 △364,968 △3,019,185 △3,019,185

平成18年９月30日残高(千円) 2,242,200 1,706,625 333,124 2,039,749 △3,305,111 △3,305,111

 

株主資本 評価・換算差額等 

 
自己株式 株主資本合計

その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

平成18年３月31日残高(千円) △312,599 4,048,392 571,490 571,490 4,619,882 

中間会計期間中の変動額   

 剰余金の配当(注) － △76,717 － － △76,717 

  資本剰余金から 
利益剰余金への振替額 

－ － － － － 

  自己株式の処分 13,821 11,497 － － 11,497 

 中間純損失 － △3,305,111 － － △3,305,111 

  株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) 

－ － △90,173 △90,173 △90,173 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) 

13,821 △3,370,332 △90,173 △90,173 △3,460,505 

平成18年９月30日残高(千円) △298,778 678,059 481,317 481,317 1,159,377 

 
(注) 平成18年６月29日の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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 （継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況） 
 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

―――――――― 当社は、前々期事業年度449百万円の
当期純損失、前事業年度331百万円の当
期純損失を計上し、当中間会計期間に
おいても環境関連事業子会社に対する
貸倒引当金及び子会社株式評価損等に
より、3,305百万円の中間純損失となり
継続的な純損失を計上することになり
ました。また、平成16年3月5日付シン
ジケートローン契約（平成18年9月30
日現在借入金残高550,000千円）の財務
制限条項（中間貸借対照表注記参照）
に抵触することになり、当下半期の業
績によってはその他のシンジケートロ
ーン契約（平成18年9月30日現在借入金
残高13,272,000千円）の財務制限条項
（中間貸借対照表注記参照）に抵触す
る可能性が生じております。当該状況
により、当社は継続企業の前提に関す
る重要な疑義が存在しております。当
社は、当該状況を解消すべく、各事業
分野において下記の諸施策を完遂する
ことにより、当事業年度末を目処に財
務内容の健全化を図ってまいります。
自動車販売関連事業におきまして
は、昨年から今年にかけて子会社化し
た日産系自動車ディーラーの収益性向
上に取り組み、当中間会計期間ではほ
ぼ計画通りの収益を確保することがで
き、年度計画の達成に向け業績は順調
に推移しております。 
住宅関連事業におきましては、平成
18年7月1日に営業譲渡により赤字であ
った家具・雑貨の通信販売事業から撤
退し、業績の悪化に歯止めをかけまし
た。また、収益部門である注文住宅部
門については、当中間会計期間ではほ
ぼ計画通りの収益を確保することがで
き、年度計画の達成に向け業績は順調
に推移しております。 
投資関連事業におきましては、当中
間会計期間ではほぼ計画通りの収益を
確保することができました。 
大幅な損失の発生原因となった環境

関連事業におきましても、ブラジル、
イギリス、タイ、インド等の地域にお
ける商談が進みつつあり、今回の減損
処理により環境関連事業子会社の減価
償却負担が大幅に軽減されることもあ
り、期間損益黒字化に向け鋭意努力し
ております。 
また、下期には含み益のある有価証

券、不動産の売却を行い、特別利益の
計上を予定しております。 
したがって、中間財務諸表は継続企

業を前提として作成されており、この
ような重要な疑義の影響を中間財務諸
表には反映しておりません。 

―――――――― 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
 (1) 有価証券 
  ① 子会社株式及び関連会社株式 
    移動平均法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
 (1) 有価証券 
  ① 子会社株式及び関連会社株式
    同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
 (1) 有価証券 
  ① 子会社株式及び関連会社株式
    同左 

  ② その他有価証券 
    時価のあるもの 
    中間決算末日の市場価格等に

基づく時価法 
    (評価差額は、全部資本直入法

により処理し、売却原価は、
移動平均法により算定) 

  ② その他有価証券 
    時価のあるもの 
    中間決算末日の市場価格等に

基づく時価法 
    (評価差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原価は、
移動平均法により算定) 

  ② その他有価証券 
    時価のあるもの 
    決算末日の市場価格等に基づ

く時価法 
    (評価差額は、全部資本直入法

により処理し、売却原価は、
移動平均法により算定) 

    時価のないもの 
    移動平均法による原価法 
          なお、投資事業有限責任組

合及びそれに類する組合への
出資（証券取引法第２条第２
項により有価証券とみなされ
るもの）については、組合契
約に規定される決算報告日に
応じて入手可能な最近の決算
書を基礎とし、持分相当額を
純額で取り込む方法によって
おります。 

        （表示方法の変更） 
  「証券取引法等の一部を改
正する法律」（平成16年法律第
97号）が平成16年６月９日に
公布され、平成16年12月１日
より適用となること及び「金
融商品会計に関する実務指
針」（会計制度委員会報告第14
号）が平成17年２月15日付で
改正されたことに伴い、当中
間会計期間から投資事業有限
責任組合及びそれに類する組
合への出資（証券取引法第２
条第２項により有価証券とみ
なされるもの）を投資有価証
券として表示する方法に変更
いたしました。 
なお、当中間会計期間末の
投資有価証券に含まれる当該
出資の額は、1,922,304千円で
あります。 

    時価のないもの 
    同左 

なお、投資事業有限責任組
合及びそれに類する組合への
出資（証券取引法第２条第２
項により有価証券とみなされ
るもの）については、組合契
約に規定される決算報告日に
応じて入手可能な最近の決算
書を基礎とし、持分相当額を
純額で取り込む方法によって
おります。 

    時価のないもの 
    同左 
           

 

(2) たな卸資産 

   貯蔵品 

   最終仕入原価法による原価法 

(2) たな卸資産 

   貯蔵品 

    同左 

(2) たな卸資産 

   貯蔵品 

    同左 
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前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

２ 固定資産の減価償却の方法 
 (1) 有形固定資産 
   定率法 
    なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す
る方法と同一の基準によってお
ります。 

    ただし、平成10年４月１日以
降に取得した建物(附属設備を
除く)については、定額法を採用
しております。 

２ 固定資産の減価償却の方法 
 (1) 有形固定資産 
    同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 
 (1) 有形固定資産 
    同左 

 (2) 無形固定資産 
   定額法 
    なお、耐用年数については、

法人税法の規定する方法と同一
の基準によっております。 

    ただし、ソフトウェア(自社利
用分)については、社内における
利用可能期間(５年)による定額
法 

 (2) 無形固定資産 
    同左 

 (2) 無形固定資産 
    同左 

 (3) 長期前払費用 
   均等償却 

 (3) 長期前払費用 
    同左 

 (3) 長期前払費用 
    同左 

３ 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金 
   債権の貸倒れによる損失に備え
るため、一般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可
能性を検討し、回収不能見込額を
計上しております。 

３ 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金 
    同左 

３ 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金 
    同左 

 (2) 投資損失引当金 

      関係会社への投資に係る損失に

備えるため、財政状態の実情を勘

案して必要額を計上しておりま

す。 

    (追加情報) 

      当中間会計期間において、関係

会社への投資に係る損失に備える

必要性が生じたため、当該会社の

財政状態及び回収可能性を勘案し

て必要額を計上しております。 

 (2)   ―――――― 

 

 (2) 投資損失引当金 

      関係会社への投資に係る損失に

備えるため、財政状態の実情を勘

案して必要額を計上しておりま

す。 

    (追加情報) 

      当事業年度において、関係会社

への投資に係る損失に備える必要

性が生じたため、当該会社の財政

状態及び回収可能性を勘案して必

要額を計上しております。 

 (3) 賞与引当金 
      従業員に対して支給する賞与 
に充てるため、支給見込額を計上
しております。 

(3) 賞与引当金 
     同左 
 

(3) 賞与引当金 
    同左 
 

 (4) 役員退職慰労引当金 
   取締役及び監査役に対する退職
慰労金の支給に備えるため、内規
に基づく中間会計期間末要支給額
を計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 
同左 

 

 (4) 役員退職慰労引当金 
   取締役及び監査役に対する退職
慰労金の支給に備えるため、内規
に基づく事業年度末要支給額を計
上しております。 
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前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理を採用しております。 

４ リース取引の処理方法 

    同左 

４ リース取引の処理方法 

    同左 

５ その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税について

は、税抜方式によっております。 

５ その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

    同左 

５ その他財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

    同左 

 

会計処理の変更 

 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準委員会 

平成15年10月31日 企業会計基準適用

指針第６号）を適用しております。 

これにより経常利益は511千円増加

し、税引前中間純損失は312,046千円増

加しております。 

なお、減損損失累計額については改

正後の中間財務諸表等規則に基づき各

資産の金額から直接控除しておりま

す。 

―――――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

当事業年度から「固定資産の減損に

係る会計基準」（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成14年８月９日））及

び「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準委員会 平成

15年10月31日 企業会計基準適用指針

第６号）を適用しております。 

これにより経常利益は1,054千円増

加し、税引前当期純損失は311,503千円

増加しております。 

なお、減損損失累計額については改

正後の財務諸表等規則に基づき各資産

の金額から直接控除しております。 

―――――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等) 

当中間会計期間から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準第５号）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成17年12月９日 企業会計

基準適用指針第８号）を適用しており

ます。 

なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は1,159,377千円であり

ます。 

また、中間財務諸表等規則の改正に

より、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等規

則により作成しております。 

―――――――― 
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表示方法の変更 

 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

(中間貸借対照表) 

 前中間会計期間まで区分掲記しておりました「出資金」（当

中間会計期間末10千円）は、当中間会計期間において資産総

額の100分の5以下となったため、投資その他の資産の「その

他」に含めて表示しております。 

―――――――― 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

174,565千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

137,053千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

125,705千円

※２ 担保に供している資産 

建物 15,237千円

土地 190,388千円

投資有価証券 29,300千円

計 234,925千円

以 上 は 、 短 期 借 入 金

1,000,000千円及び長期借入金

120,000千円（１年以内返済予定分

40,000千円を含む）の担保に供し

ております。 

※２ 担保に供している資産 

建物 2,814千円

土地 33,202千円

投資有価証券 35,400千円

計 71,416千円

以 上 は 、 短 期 借 入 金

1,000,000千円及び長期借入金

1,525,777千円（１年以内返済予定

分308,222千円を含む）の担保に供

しております。 

※２ 担保に供している資産 

建物 2,922千円

土地 33,202千円

投資有価証券 40,500千円

計 76,625千円

以 上 は 、 短 期 借 入 金

2,000,000千円の担保に供してお

ります。 

 ３ 関係会社の金融機関からの借入

金及び仕入先からの仕入債務に対

して次のとおり債務保証を行って

おります。 

㈱ホンダベルノ

東海 
815,912千円

㈱ホンダプリモ

東海 
1,407,326千円

Ｊ－ｎｅｔレンタリース

㈱ 
430,000千円

エルシーアイ㈱ 89,000千円

ＶＴインターナ

ショナル㈱ 
16,382千円

計 2,758,621千円
 

 ３ 関係会社の金融機関からの借入

金及び仕入先からの仕入債務に対

して次のとおり債務保証を行って

おります。 

㈱ホンダカーズ

東海 
2,651,014千円

エルシーアイ㈱ 200,000千円

ＶＴインターナ

ショナル㈱ 
98,895千円

計 2,949,909千円
 

 ３ 関係会社の金融機関からの借入

金及び仕入先からの仕入債務に対

して次のとおり債務保証を行って

おります。 

㈱ホンダベルノ

東海 
645,667千円

㈱ホンダプリモ

東海 
2,206,663千円

Ｊ－ｎｅｔレンタリース

㈱ 
400,000千円

エルシーアイ㈱ 235,336千円

ＶＴインターナ

ショナル㈱ 
146,401千円

計 3,634,067千円
 

 ４ 消費税等の表示方法 

   仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ、流動負債の「その

他」に含めて表示しております。 

 ４ 消費税等の表示方法 

     同左 

 ４    ――――― 

※５      ――――― 

    

※５ 財務制限条項 

   平成15年7月9日、平成16年3月5

日、平成16年3月25日、平成17年3

月25日、平成17年9月28日、平成18

年9月28日締結のシンジケートロ

ーン契約（平成18年9月30日現在借

入残高14,692,000千円）において、

下記の財務制限条項が付されてお

ります。 

① 平成15年7月9日のシンジケー

トローン 

借入人の中間決算期末又は年度

決算期末における連結の貸借対照

表における資本の部の金額が、

2003年3月期決算期末における連

結の貸借対照表における資本の部

の金額の75パーセントを下回らな

いこと。 

※５    ――――― 
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前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

 
    

② 平成16年3月5日のシンジケー

トローン 

借入人の年度決算期末における

連結の貸借対照表における資本の

部の金額が、2003年3月期決算期末

における連結の貸借対照表におけ

る資本の部の金額の75パーセント

を下回らないこと。 

③ 平成16年3月25日のシンジケ

ートローン 

借入人の年度決算期末における

連結の貸借対照表における資本の

部の金額が、2003年3月期決算期末

における連結の貸借対照表におけ

る資本の部の金額の75パーセント

を下回らないこと。 

④平成17年3月25日のシンジケ

ートローン 

借入人の年度決算期末における

連結の貸借対照表における資本の

部の金額が、直前の年度決算期末

における連結の貸借対照表におけ

る資本の部の金額又は2004年3月

期決算期末における連結の貸借対

照表における資本の部の金額のい

ずれか大きいほうの75パーセント

を下回らないこと。 

⑤ 平成17年9月28日のシンジケ

ートローン 

借入人の年度決算期末における

連結の貸借対照表における資本の

部の金額が、2005年3月期決算期末

における連結の貸借対照表におけ

る資本の部の金額の75パーセント

を下回らないこと。 

⑥ 平成18年9月25日のシンジケ

ートローン 

借入人の各年度の決算期の末日

における借入人の連結の貸借対照

表における純資産の部（除くその

他有価証券評価差額金）の金額を、

2006年3月に終了する決算期の末

日における借入人の連結の貸借対

照表における純資産の部（除くそ

の他有価証券評価差額金）の金額

（但し、2006年3月に終了する決算

期の末日における借入人の連結の

貸借対照表については、資本の部

（除くその他有価証券評価差額

金）の金額に「新株予約権」、「少

数株主持分」及び「繰延ヘッジ損

益」（もしあれば）の合計金額を加

えた金額）の75％の金額以上に維

持すること。 
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(中間損益計算書関係) 
 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 66,168千円

受取配当金 58,195千円
 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 78,297千円

受取配当金 2,480千円
 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 137,704千円

受取配当金 60,855千円
 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 46,965千円
 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 69,924千円
 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 98,341千円
 

※３ 特別利益の主な内訳 
投資有価証券
売却益 

719,246千円
 

※３      ――――― 
 

※３ 特別利益の主な内訳 
投資有価証券
売却益 

762,961千円
 

※４ 特別損失の主な内訳 

投資有価証券
売却損 

285,566千円

貸倒引当金繰
入額 

397,000千円

投資損失引当
金繰入額 

300,000千円

減損損失 312,558千円

 

※４ 特別損失の主な内訳 

投資有価証券
評価損 

1,526,058千円

貸倒引当金繰
入額 

2,185,580千円

 

※４ 特別損失の主な内訳 

投資有価証券
売却損 

302,569千円

貸倒引当金繰
入額 

397,000千円

投資損失引当
金繰入額 

300,000千円

減損損失 312,558千円

 
５ 減損損失 
 当中間会計期間において、当
社は以下の資産グループについ
て減損損失を計上しました。 

用途 場所 種類 

賃貸用 

資産 

名古屋市 

中区 

名古屋市 

西区 

土地 

建物 

構築物等 

当社は、賃貸物件単位でグルー
ピングを行っております。 
一部の賃貸用資産につきまして
は地価が下落しているため、帳
簿価額を回収可能価額まで減額
しております。 
回収可能価額につきましては、
正味売却価額または使用価値に
より算定しております。正味売
却価額につきましては不動産鑑
定士による鑑定評価額によって
おり、使用価値につきましては、
将来キャッシュフローを1.24％
で割り引いて算定しておりま
す。 
減損損失の内訳は以下のとおり
であります。 

（単位：千円）
種類 金額 

土地 297,909 

建物 13,898 

その他 751 

合計 312,558 
 

 ５      ――――― 
 

 ５ 減損損失 
当事業年度において、当社は
以下の資産グループについて
減損損失を計上しました。 

用途 場所 種類 

賃貸用 

資産 

名古屋市 

中区 

名古屋市 

西区 

土地 

建物 

構築物等

当社は、賃貸物件単位でグルー
ピングを行っております。 
一部の賃貸用資産につきまして
は地価が下落しているため、帳
簿価額を回収可能価額まで減額
しております。 
回収可能価額につきましては、
正味売却価額または使用価値に
より算定しております。正味売
却価額につきましては不動産鑑
定士による鑑定評価額によって
おり、使用価値につきましては、
将来キャッシュフローを1.24％
で割り引いて算定しておりま
す。 
減損損失の内訳は以下のとおり
であります。 

（単位：千円）
種類 金額 

土地 297,909

建物 13,898

その他 751

合計 312,558
 

 ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 12,249千円

無形固定資産 1,338千円
 

 ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 12,311千円

無形固定資産 1,267千円
 

 ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 24,923千円

無形固定資産 2,693千円
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(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 577,965 － 52,500 525,465 
 
  （変動事由の概要） 

  減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

   自己株式取得方式によるストックオプションの権利行使による減少         52,500株 

 
(リース取引関係) 

 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース取引は重要性が乏しいため、中

間財務諸表等規則第５条の３の規定に

より記載を省略しております。 

リース取引は重要性が乏しいため、中

間財務諸表等規則第５条の３の規定に

より記載を省略しております。 

リース取引は重要性が乏しいため、財

務諸表等規則第８条の６第６項の規定

により記載を省略しております。 

 
(有価証券関係) 

(前中間会計期間)(平成17年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

区分 
中間貸借対照表計上額

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

子会社株式 1,897,500 10,626,000 8,728,500 

 
(当中間会計期間)(平成18年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

区分 
中間貸借対照表計上額

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

子会社株式 1,897,500 5,104,275 3,206,775 

関連会社株式 1,891,765 1,554,876 △336,889 

 
(前事業年度)(平成18年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

区分 
貸借対照表計上額 
（千円） 

時価（千円） 差額（千円） 

子会社株式 1,897,500 8,443,875 6,546,375 
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(１株当たり情報) 
 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 134円32銭 

 

１株当たり純資産額 36円21銭

 

１株当たり純資産額 144円53銭

 

１株当たり中間純損失 11円84銭 

潜在株式調整後１株当たり中間純利
益については潜在株式は存在するもの
の１株当たり中間純損失であるため記
載しておりません。 
当社は、平成16年11月17日付で株式

１株につき５株の株式分割を行ってお
ります。 
なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前中間会計期間
における１株当たり情報については、
以下のとおりとなります。 
１株当たり純資産額 

155円29銭 
１株当たり中間純利益 

0円03銭 
潜在株式調整後１株当たり中間
純利益 

0円03銭 

１株当たり中間純損失 103円28銭

潜在株式調整後１株当たり中間純利
益については潜在株式は存在するもの
の１株当たり中間純損失であるため記
載しておりません。 
 

１株当たり当期純損失 10円29銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益については潜在株式は存在するもの
の１株当たり当期純損失であるため記
載しておりません。 
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(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

項目 
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

中間貸借対照表の純資産の部 
の合計額(千円) ―

1,159,377 
―

普通株主に係る純資産額 
(千円) 

 
―

1,159,377 
―

差額の主な内訳(千円) ― ― ―

普通株式の発行済株式数(株) ― 32,543,693 ―

普通株式の自己株式数(株) ― 525,465 ―

１株当たり純資産の算定に用い
られた普通株式の数(株) ―

32,018,228 
―

 

２ １株当たり中間(当期)純損失 
 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

中間(当期)純損失(千円) 382,647 3,305,111 331,087

普通株主に帰属しない金額の 
主要な内訳(千円) 
利益処分による役員賞与金 ―

 
 
― ―

普通株式に係る中間(当期) 
純損失(千円) 

382,647 3,305,111 331,087

普通株式の期中平均株式数(株) 32,317,394 32,000,687 32,162,129

希薄化効果を有しないため、潜
在株式調整後１株当たり中間
(当期)純利益の算定に含めなか
った潜在株式の概要 
 
 
 

商法第280条ノ20及び第280
条ノ21の規定に基づくスト
ックオプション 
 
平成17年６月28日定時株主
総会決議 

1,065個

― ―

 
 

(重要な後発事象) 
 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

ＮＮ投資事業有限責任組合に関する

事項については、「第５ 経理の状況 １ 

連結財務諸表等」中「(重要な後発事

象)」に記載しております。 

―――――――― ―――――――― 

   
 

 
 
 
 
 
 
 
 


